
京都府中間年評価書

都道府県名 京都府 担当部署 農林水産部農村振興課

（市町村数） （協定数）
・全市町村数 ２６ ○協定数 ５１０
・対象市町村数 １６ ・基礎単価 １４６

・基本方針策定市町村数 １６ ・体制整備単価 ３６４

・交付市町村数 １６
◇集落協定 ５０７

・基礎単価 １４６

・体制整備単価 ３６１

◇個別協定 ３
・体制整備単価 ３

（交付面積）
○耕地面積 ３１，９００ｈａ （農林水産統計 H23）
○農振農用地 ２４，０８７ｈａ （H23）
○対象農用地面積 ５，５９２ｈａ
○交付面積 ５，１８６ｈａ

・基礎単価 １，０５８ｈａ
・体制整備単価 ４，１２８ｈａ

○加算単価面積 １５４ｈａ
・規模拡大 １ｈａ
・土地利用調整 ２５ｈａ
・小規模・高齢化集落支援 ７９ｈａ
・法人設立 ４９ｈａ

○地目別交付面積
・田 ５，１０６ｈａ
・畑 ８０ｈａ

○交付基準別交付面積
・急傾斜 ２，２３１ｈａ

・田 ・緩傾斜 ２，８７３ｈａ

・小区画・不整形 ０ｈａ

・高齢化・耕作放棄地率 ２ｈａ

・急傾斜 ６８ｈａ
・畑 ・緩傾斜 １２ｈａ

・高齢化・耕作放棄地率 ０ｈａ

交付総額 ６．８億円 配分割合 （個人）20,100 万円（共同取組）47,900 万円

（協定の概要）
・１協定当たりの参加者数 ２８人

〃 交付面積 １０ｈａ
〃 交付金額 １３４万円

・参加者１人当たりの交付金額 ４．８万円
・１市町村当たりの協定数 ３２協定

〃 交付面積 ３２４ｈａ
〃 交付金額 ４，２７２万円



交付金交付の評価（運用第17）

１ 集落マスタープランに定めた取り組むべき事項の達成状況

○各集落協定に対する市町村の評価 （単位：協定数）

優 良 適 当 要指導・助言 返還等

Ａ 集落マスタープランに定めた取
り組むべき事項の達成状況 ９ ４８２ １６ ０

２ 農業生産活動等としてとり組むべき事項の実施状況

○各集落協定に対する市町村の評価 （単位：協定数）

優 良 適 当 要指導・助言 返還等

Ｂ 耕作放棄の防止活動 １７ ４８４ ６ ０

Ｃ 水路・農道等の管理活動 ４７ ４５８ ２ ０

Ｄ 多面的機能を増進する活動 １２ ４７４ ２１ ０

３ 自律的かつ継続的な農業生産活動等の進捗状況

○各集落協定に対する市町村の評価 （単位：協定数）

優 良 適 当 要指導・助言 返還等

Ｅ 農用地等保全体制整備 １８ ３２８ １５ ０

Ｆ Ａ要件 ３ ６６ ９ １

Ｇ Ｂ要件 ２ １０ ２ １

Ｈ Ｃ要件 － ３３６ ９ ０

４ 加算措置の進捗状況

○各集落協定に対する市町村の評価 （単位：協定数）

優 良 適 当 要指導・助言 返還等

Ｉ 加算単価 － ５ ０ ０

※ 市町村からの報告に基づき、評価項目毎に実施状況を分析。

・協定数（指導・助言または返還等の措置が必要な協定以外） ・・・ ４５０協定

・指導・助言が必要な市町村数・協定数 ・・・・・・・・・・・・・ ６０協定
［（指導内容による分類）］

・返還等の措置が必要な市町村数・協定数 ・・・・・・・・・・・・ ０協定
［全額返還／２割返還／加算分返還／交付停止］

○全体評価 「優」：３１６協定 「良」：１８６協定 「可」：８協定



制度の評価（成果と課題）

１ 耕作放棄の発生防止
○本制度の取り組みを通じて、条件不利地である中山間地域の耕作放棄地を防止す

る効果は絶大である。

○京都府内の耕作放棄地が増加している中、協定の活動を通じて、府内の農振農用
地の約２割にあたる農地が保全されている。

○市町村担当者へのアンケートの結果で１００％、集落協定代表者へのアンケート
では９７％が「効果あり」と回答されており、双方とも高く評価している。

(参考) 府内の耕作放棄地の推移

2000年ｾﾝｻｽ 2,149ha 2005年ｾﾝｻｽ 2,615ha 2010年ｾﾝｻｽ 2,850ha

２ 地域・集落の活性化
○協定締結に伴い、集落での話し合い回数が増加し、集落の活性化や将来に向けた

話し合いが活発に行われている。

○共同作業、機械の共同利用、作業受委託等、集落営農に関わる取組も活発化して
いる。

○一部ではあるが、本制度の取り組みをきっかけとして、新規就農者の確保、６次
産業化、都市住民との交流など活動の幅が拡がってきている。

○市町村担当者へのアンケートの結果で、１００％、集落協定代表者へのアンケー
トで、９３％が「効果あり」と回答されており、双方とも高く評価している。

３ 多面的機能の維持
○市町村担当者へのアンケートの結果で、９４％、集落協定代表者へのアンケート

で、８３％が「効果あり」と回答されており、双方とも高く評価している。

○自然環境や美しい景観の保全、水源のかん養、土壌浸食や土砂崩壊及び洪水の防
止など、取り組みによる農地保全が多面的機能の増進、維持に大きな効果を発揮
している。

○本制度による交付金が農業生産活動の維持のみならず、地域のコミュニティーの
活性化、集落としての機能そのものの維持にも大きく貢献している。

４ 集落の共同取組活動
○交付金を共同取組活動に充てる割合が約７割と高く、京都府の大きな特徴となっ

ている。 （全国第５位：H23 実施状況）

○共同取組活動の交付金の使途状況は「農道・水路管理費」が最も高くなっている
が、「鳥獣被害防止対策」の割合が他府県に比べ高くなっている。

(被害防止面積約 4,900ha、３割以上減少 60%)



○一方、繰越の割合が高い協定も多く、有効な活用を促す必要がある。

（府の対応案）
・・・優良事例などの情報提供

抽出検査等を通じての啓発

○個人配分に関する集落の意見については、様々であり、対策途中での変更が混乱
を招いているとの意見が多い。

５ 集落活動の担い手確保
○高齢化がかなり進行しており、協定参加者の７１歳以上割合は約４０％、協定役

員の平均年齢も顕著に上昇している。

○一部の集落では、空き家情報等の提供や新規就農者を積極的に受け入れるなど、
新たな担い手の確保につなげている。

○小規模集落では、協定の統合により、集落活動の継続・発展が図られている。
（３期対策から新たに統合した協定数：６協定）

○多くの集落・市町村で地域外からの移住者の受入が必要と考えている。

（府の対応）
・・・新たな定住者の移住を支援

新規就農者の参入支援
複数集落が連携した取組への誘導

６ 女性の参画
○協定参加者に占める女性の割合は、全体の約 10 ％で 5 年前と比較すると３ﾎﾟｲﾝﾄ

上昇しているが、進んでいるとはいえない。

○また、役員に至っては 1.2%と５年前と同じでかなり低い状況。

○集落の話し合いへの女性の参加割合が多い集落では、女性の活動が活発になった
と答える集落が多い。
一方、女性の話し合いへの参加がほとんどない集落が約６割に上っている。

○幅広い参加者の確保や６次産業化など多様な取組を推進する上での課題の一つと
考えられる。

（府の対応）
・・・女性参画の一層の推進



（ 様式 ２－ ２の別 紙 １）

「 指 導 ・ 助 言 」 の 内 訳

対 応 の 方 向 集 落 協 定 数 個 別 協 定 数

① 話 し 合 い 活 動 の 充 実 ５０

② 非 農 家 等 多 様 な 人 材 の 参 画 推 進 １０

③ 市 町 村 ・ Ｊ Ａ 等 と の 連 携 強 化 ２０

④ 地 域 外 者 等 と の 連 携 強 化 ４

⑤ 近 隣 集 落 等 と の 連 携 強 化 １

⑥ 活 動 内 容 の 再 検 討 （ 変 更 ） ２２

ア 活 動 項 目 １９

イ 達 成 目 標 ３

ウ 加 算 措 置 ０

エ 単 価 ０

⑦ 組 織 的 な 営 農 活 動 の 導 入 ５

⑧ 共 同 取 組 活 動 の 充 実 ３２

⑨ そ の 他 （ ） ０

（ 注 ） 中 間 年 評 価 の 結 果 、 市 町 村 が 必 要 と し た 指 導 ・ 助 言 の 内 容 を 集

計 し て 下 さ い 。



（ 様式 ２－ ２の別 紙 ２）

「 返 還 措 置 等 」 の 内 訳

集 落 協 定 数 等
措 置 内 容

件 数 金 額

① 農 業 生 産 活 動 等 の 未 実 施（ 全 額 遡 及 返 還 ）

② 多 面 的 機 能 の 増 進 活 動 の 未 実 施 （ 全 額 遡

及 返 還 ）

③ 耕 作 放 棄 地 等 の 復 旧 等 の 未 実 施 （ 当 該 農

用 地 分 の 遡 及 返 還 、 当 該 年 度 以 降 全 額 交

付 停 止 ）

④ 耕 作 放 棄 地 の 管 理 の 未 実 施 （ 次 年 度 以 降

全 額 交 付 停 止 ）

⑤ 水 路 ・ 農 道 等 の 維 持 ・ 管 理 の 未 実 施 （ 全

額 遡 及 返 還 ）

⑥ 個 別 協 定 【 委 託 契 約 等 の 解 除 、 農 業 生 産

活 動 等 の 未 実 施 、 農 用 地 の 利 用 権 の 設 定

等 と し て 取 り 組 む べ き 事 項 の 未 実 施 】（ 当

該 農 用 地 分 の 全 額 遡 及 返 還 、 当 該 農 用 地

分 の 次 年 度 以 降 交 付 停 止 、 ２ 割 相 当 の 遡

及 返 還 ）

⑦ 集 落 マ ス タ ー プ ラ ン （ 次 年 度 以 降 全 額 交

付 停 止 ）

⑧ 体 制 整 備 の 未 実 施（ ２ 割 相 当 の 遡 及 返 還 ）

⑨ 加 算 措 置 の 未 実 施 （ 加 算 分 の 遡 及 返 還 、

次 年 度 以 降 交 付 停 止 ）

（ 注 ） 中 間 年 評 価 の 結 果 、 市 町 村 が 措 置 す る こ と と な っ た も の を 集 計 し

て 下 さ い 。




